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〇 第２章 総論【骨子案―抜粋】 
１ 理 念 

 

「健康長寿日本一」の実現 

 

健康であることは、全ての人の願いであり、県民が喜びや生きがいを持って充実した日々を過ごす

ための大切な基盤です。 

我が国は、公衆衛生の向上、医学の進歩等により、世界でもトップクラスの平均寿命を誇り、「人生

100 年時代」の到来を見据えた社会のあり方が議論される時代を迎えています。そのような中、本県は

高齢化率が全国的にも高く、地域の活力を維持し、伸ばしていくためには、年齢にかかわらず全ての県

民が活躍できる社会の実現を目指していかなければなりません。 

年齢にかかわらず活躍し続けるためには、健康であることが最も大切です。 

そのためには、県民一人ひとりが、若い頃から自らの健康を意識し、生活習慣の改善や健康診断の受

診等により、生活習慣病の発症の予防及び重症化の予防に、主体的に、かつ、継続して取り組むことが

重要であり、それを県民、事業者、健康づくり関係者、市町村、県及び政府が連携し、協力しながら社

会全体で支援し、推進していくことが必要です。 

また、それらの健康づくりに継続して取り組むためには「楽しみながら取り組むこと」が重要です。

本県は、豊かな自然に囲まれており、ウォーキング、スキー、トレッキング、森林浴等、自然と触れ合

い、楽しみながら健康づくりに取り組むことができ、また、それらの豊かな自然がもたらす四季折々の

豊富な食材を活用した、栄養バランスの取れた食事を、身近で気軽に取ることのできる環境にも恵ま

れています。 

そのような本県の豊かな自然環境も活用しながら、県民が総参加で健康づくりに取り組むことによ

り、県民一人ひとりが家庭や働く場等あらゆる生活の場において、生涯にわたって、健やかで心豊かに

暮らすことのできる社会の実現を目指します。 

 

 

２ 全体目標 

「健康寿命を延ばす」 

 

健康寿命とは、政府の健康日本 21（第３次）において「健康上の問題で日常生活が制限されること

なく生活できる期間」と定義されています。 

それは、生涯のうち、元気で心豊かな生活のできる期間でもあります。 

医療の進歩などにより本県の平均寿命は延びていますが、平均寿命と健康寿命との間には男性で約

９年、女性で約 12年の差があります（P2 図１参照）。第４次山形県総合発展計画の政策の柱の１つで

ある「保健・医療・福祉の連携による『健康長寿日本一』の実現」のためには、平均寿命と健康寿命の

差を縮小、即ち平均寿命の伸びを上回る健康寿命の延伸が大切です。 

このため、県民一人ひとりが、家庭や働く場などあらゆる生活の場において、生涯にわたって、健や

かで心豊かに暮らすことのできる社会の実現を目指し、健康寿命を延ばすための取組みを総合的に推

進することとします。 

 

 

資料２-１ 

朱書きは、現行プランからの 

主な追加・変更部分 
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図１ 令和２年山形県の平均寿命と健康寿命の差※ 

 

※ 都道府県別の健康寿命は３年ごと、平均寿命は５年ごとに公表されることから、比較でき

る直近の数値は健康寿命が平成元年、平均寿命が令和２年。 

出典 平均寿命：厚生労働省「都道府県別生命表」、健康寿命：厚生労働省「健康日本２１（第

２次）の総合的評価と次期健康づくり運動に向けた研究」 

 

＜健康寿命の延伸＞ 

評価指標 策定時 

(R1) 

目標値 

(R14) 

日常生活に制限のない年齢 

（健康寿命）の平均 

男性 72.65 平均寿命の増加分を上回る 

健康寿命の増加 女性 75.67 

（出典 厚生労働省「健康日本 21(第二次)の総合評価と次期健康づくり運動に向けた研究」） 
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３ 取組方針 

（１）県民主体の取組みの推進 

○ 健康づくりの主体は個人であることから、県民一人ひとりが自らの生活習慣を見直し行動変容

を起こすとともに、それを継続することが大切です。 

○ そのためには、健康や医療に関する多種多様な情報の中から科学的根拠に基づく情報を入手す

るとともに、その内容を理解して活用する「ヘルスリテラシー」（☞１）を高める必要があります。 

○ 県民が健康への意識を高め、自分に合った健康づくりの方法を見つけ、本県の豊かな食や自然

環境も活用し、楽しみながら継続して健康を維持増進していくことのできる取組みを促進します。 

○ 県民一人ひとりが、若い頃から自らの健康を意識し、生活習慣の改善や健康診査の受診等によ

り、生活習慣病の発症予防及び重症化予防に、主体的に、かつ継続的に取り組むことを推進しま

す。 

 

（２）健康づくりを推進する環境整備の推進 

○ 個人が健康づくりを進めていくためには、生活習慣を改善し、健康づくりに取り組もうとする

個人を社会全体で支えていく環境を整備することが効果的です。 

○ 県、市町村、事業者及び健康づくり関係者は、それぞれの特性を活かしつつ、連携することによ

り、個人がヘルスリテラシーを高め、効果的な健康づくりに取り組むための正しい情報の提供や

啓発に努めるとともに、社会全体で県民の健康を支え、守る環境を整備していきます。 

○ 各種保健事業を実施している市町村や保険者等が連携し、すべての県民が地域や職域の別を問

わず、生涯を通じて共通の基盤に立った保健サービスが受けられるよう、地域保健、職域保健及び

学校保健の関係者間の連携を強化することにより保健活動の充実を図ります。 

また、高齢化の進展に対応し、保健・医療・福祉関係者の連携体制の一層の充実を図り、疾病等

の重症化予防、心身機能の維持向上を推進します。 

○ 県民と地域社会がともに「健康長寿日本一」の実現に向かって健康づくり県民運動を展開しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

☞１ ヘルスリテラシー 

世界保健機関（ＷＨＯ）の定義（広義）によると「健康を維持・増進するための情報にアクセスし、

理解し、活用する能力」をいいます。 

現代社会において、健康や医療に関する情報はテレビやインターネットなどメディア上にあふれて

いますが、そこには医学的根拠に乏しい情報も含まれています。医師など医療関係者をはじめ、信頼で

きる情報源から情報を得て、その内容を理解し、自らの健康増進や疾病予防に役立てようとする姿勢

が重要です。 
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４ 健康づくりに関係する者の役割 

（１）県 

本計画を推進し、全体目標や各章ごとの目標を達成するため、市町村や健康づくり関係団体等

と連携・協働しながら、健康づくりを総合的かつ効果的に推進します。 

・ 健康づくりのビジョンや方向性の提示 

・ 市町村や関係団体等と連携した全県的な健康づくりの推進 

・ 市町村や関係団体等が行う健康づくりの取組みへの支援 

・ 市町村や関係団体等、関係者の役割分担と連携のための総合調整 

・ 保険者が行うデータヘルス計画の策定や計画に基づく事業実施への支援 

 

（２）市町村 

住民に身近な行政機関として、地域の特性に応じた特色ある健康づくり事業を展開するため

に、住民参加の促進、健康や医療に関する正しい情報の提供、地区組織等の育成・活性化、環境

整備等を図り、地域住民の健康づくりを総合的に推進していくことが期待されます。 

その際、保健福祉部門と国民健康保険部門とが相互に連携し、ハイリスクアプローチとポピュ

レーションアプローチ（☞２）を組み合わせ、両面から健康づくりを推進することが重要です。 

また、母子保健施策や介護予防関連施策等と協調して事業を推進していく必要があります。 

さらに、令和６年度から第３期「データヘルス計画」（☞３）がスタートします。レセプト・

健診情報等のデータ分析に基づき、効率的・効果的な保健事業の実施、評価等の取組みが求めら

れます。 

・ 住民一人ひとりの主体的な健康づくりに対する支援 

・ 住民に対する普及啓発・情報提供とヘルスリテラシーの向上 

・ 地区組織や健康づくりボランティア等の養成・育成 

・ 県、学校、職域及び関係団体等との連携・協働 

・ 健康増進計画の策定及び地域特性を活かした健康づくりの実施 

・ 健康増進法に基づく健康増進事業の実施 

・ がん検診や歯周疾患検診等の実施 

・ 住民の利便性を確保した健診体制の推進と受診勧奨 

・ 国民健康保険者として、データヘルス計画に基づく効率的・効果的な保健事業の実施 

 

 

 

 

☞２ ハイリスクアプローチとポピュレーションアプローチ 

住民への健康づくりの働きかけには、一般的に大きく２つの手法があります。 

１つは、高血圧や高血糖等、疾病の危険因子を抱える特定の個人に対象を絞った働きかけの手法

で「ハイリスクアプローチ」と呼ばれています。 

もう１つは対象を限定しないで広く住民全体に呼びかける手法で「ポピュレーションアプロー

チ」と呼ばれています。 

☞３ データヘルス計画 

  保険者が、特定健康診査（特定健診）や診療報酬明細書（レセプト）などの健康・医療情報を活

用して効果的かつ効率的な保健事業を図るための実施計画を言います。 
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（３）事業者 

労働者の心身の健康を守るため、労働安全衛生法に基づく健康診断、保健指導、メンタルヘル

ス対策、労働環境の整備、効果的な受動喫煙防止対策、健康教育等に積極的に取り組むことが期

待されます。 

健康診断、歯科健診、がん検診については、地域保健・職域保健連携推進協議会等を活用して

地域や医療保険者と連携しながら実施することが必要です。 

また、従業員の高齢化、人手不足に対応するための新たな取組みとして、従業員の健康づくり

を経営上の戦略として実践する「健康経営○R 」（☞３）が求められています。 

・ 労働安全衛生を遵守するための組織体制の整備 

・ 定期健診や保健指導、メンタルヘルス対策等を通じた職員の健康管理の充実 

・ 利用者の利便性を確保した健診体制の推進と受診勧奨 

・ 安全衛生に配慮した快適な職場環境の整備、受動喫煙防止対策等の積極的な取組み 

・ ワーク・ライフ・バランスの推進 

   ・ 健康づくりに全社的に取り組むことの全社的な意識の共有化、社外への発信（健康経営） 

 

（４）健康づくり関係者 

① 医療機関 

医療の提供に加え、各種健康診断・精密検査の実施、医療情報の提供、県や市町村の健康づく

り施策への参加協力等、県民の健康づくりの専門機関として重要な役割を担っています。 

特に、かかりつけ医、かかりつけ歯科医は、県民に身近な健康づくりの専門家として、治療に

加え、健康の維持増進についての適切な指導・助言、疾病等の発症・重症化の予防に向けた取組

みが期待されます。 

がん診療連携拠点・指定病院は、高度ながん医療の提供、治療の初期から回復期まで切れ目の

ない医療を提供する地域医療連携体制の構築、がん医療を支える人材の育成、相談への対応等の

役割を担います。 

・ 安全・安心な医療の提供 

・ 疾病等の発症・重症化の予防の徹底 

・ 行政や関係団体等が行う取組みへの連携・協力及び専門機関・専門家としての科学的根拠

に基づいた指導・助言 

② 検診機関 

疾病等の早期発見、早期治療に重要な役割を担っています。 

検診精度の維持向上及び効果的な検診手法の導入や、検診の質の維持向上に努めることが期待

されます。 

また、受診率の向上を目指し、検診の普及啓発を積極的に行うことが期待されます。 

・ 利用者の利便性を確保した検診体制の推進と受診勧奨 

③ 学校等 

子どもの頃から健やかな生活習慣を身につけることは、生涯にわたり健康で豊かな人間性を育

む基礎となることから重要です。望ましい生活習慣や生活リズムを身につけ、将来の生活習慣病

の予防につながる健康教育の取組みを学校や保育所等が家庭や地域と連携しながら進めていくこ

とが期待されます。 

・ 集団生活を通した社会生活の基礎及び望ましい生活習慣の確立 

・ 家庭や地域社会等との連携・協働 
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④ 保健医療関係団体 

医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、栄養士会、歯科衛生士会、放射線技師会、理学療

法士会、作業療法士会、言語聴覚士会等の健康関連の専門団体や専門職は、保健、医療、福祉の

各分野において、それぞれの専門的な立場から、県民や家庭、地域、学校、職域の健康づくりの

ための活動に積極的に参画し、健康づくり県民運動へ参加することが期待されます。 

⑤ 医療保険者 

医療保険者には、特定健診、特定保健指導の実施が義務づけられています。 

実施にあたっては、がん検診や歯周疾患検診等の実施主体である市町村との連携、保険者協議

会、地域保健・職域保健連携推進協議会等の活用、事業所との連携を図り、円滑に進めていくこ

とが期待されます。 

・ 特定健診、特定保健指導の実施 

・ 加入者や被扶養者に対する利便性に配慮した健康診断の機会の確保や生活習慣病のハイリ

スク者に対する保健指導の実施等、生活習慣病の予防・重症化予防の推進 

・ 行政、各種協議会、事業所、地域保健関係者、他の医療保険者との連携・協働 

・ 利用者の利便性を確保した健診体制の推進と受診勧奨 

⑥ ボランティア団体等 

食生活の改善、スポーツの普及、受動喫煙防止対策等、地域住民の生活に身近な健康づくりに

関連する活動を行っているボランティア団体・地区組織・ＮＰＯ法人等は、日ごろから多くの住

民と密接に関わっているため、住民の生活に即したきめ細やかな活動を通した健康づくり支援活

動を行うことが期待されます。 

・ 家族、隣人、友人等の健康づくりの支援 

・ 地域住民や関係団体等との協働 

・ 行政、関係団体等が行う取組み、事業等への参画 

⑦ 産業界 

食生活の改善、運動習慣の定着等を広く県民の間に普及定着させるためには、スーパーマーケ

ット、コンビニエンスストア、飲食店等の食品関連業界やフィットネス業界等、県民生活に直結

した産業界の幅広い取組みが重要です。 

また、県、市町村や関係団体等が実施する健康づくり施策等に対する連携・協働した活動が期

待されます。 

・ 行政や関係団体等が行う取組みへの協力及び連携・協働した活動の展開 

・ 健康づくりに関するサービス、県民の主体的な取組みを支援する的確な情報及び機会の提

供 

・ 健康づくりに関する自主的な取組みの推進 

⑧ 大学等 

健康づくりに関係する者の人材を養成する役割を担っています。 

また、学術的見地から行政や関係団体等が行う取組みへの指導、助言のほか、取組みの企画、

立案等においても積極的な参画が期待されます。 

  ⑨ マスメディア 

県民の行動変容に大きな影響を与えることから、県民の健康づくりを支援するため、科学的根

拠に基づく適切な情報を分かりやすく伝達するとともに、「健康長寿日本一」の実現に向けて機

運を醸成する役割が期待されます。 
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・ 健康づくりに関する適切で分かりやすい情報伝達 

・ 行政や関係団体等と連携・協働した取組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


